
諮問第１号 
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、意見を求める。 
 住  所    ○○○○○○○○○○ 
  氏  名    山 本 正 美 
 
   令和７年６月３日提出 

                        伊奈町長 大 島  清   
 
 
 
 
 
 
 
            提  案  理  由 
  人権擁護委員の山本正美氏の任期が令和７年１２月３１日で満了となる

ため、引き続き同氏を推薦することについて、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める必要

があるためこの案を提出するものである。 
   



第２９号議案 
   専決処分の承認を求めることについて 
 伊奈町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分を

したので、これを報告し、その承認を求める。 
 
  令和７年６月３日提出 

伊奈町長 大 島  清 
 
 
 
 
 
 
 
      提 案 理 由 
 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部を改正する法律が公布

され、令和７年４月１日から一部施行されることに伴い、緊急に条例を改

正する必要が生じたため、令和７年３月３１日に伊奈町税条例等の一部を

改正する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定に

より、この案を提出するものである。 
 



専決第３号 
 
     専 決 処 分 書 
 
 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条 
第１項の規定により専決処分する。 
   伊奈町税条例の一部を改正する条例（別紙） 
 

令和７年３月３１日 
 

伊奈町長 大 島  清 



 

伊奈町税条例の一部を改正する条例 
伊奈町税条例（昭和２９年条例第２０号）の一部を次のように改正す

る。 
第３６条の２第９項中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改め

る。 
第６３条の２第１項第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改

める。 
第７１条第２項中「固定資産税が」を「固定資産が」に改める。 
第８２条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を

「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号

ウ中「又は」を「（ウに掲げるものを除く。）又は」に改め、同号ウを同

号エとし、同号イの次に次のように加える。 
ウ ２輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力

が４．０キロワット以下のもの 年額 ２，０００円 
第８９条第２項第２号中「第２条第１５項」を「第２条第１６項」に改

め、同項第５号中「定格出力」の次に「（第８２条第１項第１号ウに掲げ

る原動機付自転車にあっては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加え

る。 
第９０条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、

「を提示」を「又はこれらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項

に規定する特定免許情報をいう。次項において同じ。）が記録された免許

情報記録個人番号カード（同法第９５条の２第４項に規定する免許情報記

録個人番号カードをいう。次項において同じ。）を提示」に改め、同項第

５号中「の番号、交付年月日及び」を「又は道路交通法第９５条の２第２

項第１号に規定する免許情報記録（以下この号において「免許情報記録」

という。）の番号、運転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録の」

に改め、同条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に

次の１項を加える。 
３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したとき

は、当該免許情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認

するために必要な措置を受けなければならない。 
第１３９条の３第２項第１号中「及び個人番号」を「及び法人番号」

に、「第２条第５項に規定する個人番号」を「第２条第１６項に規定する



 

法人番号」に改め、「又は法人番号（同条第１５項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）」及び「個人番号又は」を削る。 
第１４７条第１号中「同条第１５項」を「同条第１６項」に改める。 
附則第１０条の２第２３項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５

条第３６項」に改める。 
附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項を同条第

１４項とし、同条第１２項の次に次の１項を加える。 
１３ 町長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンション

に係る区分所有に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった

場合においても、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成

１２年法律第１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管理者

等から法附則第１５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則

第７条第１７項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンシ

ョンが法附則第１５条の９の３第１項に規定する要件に該当すると認め

られるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用する

ことができる。 
附 則 

（施行期日） 
第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 
第２条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年

度分の固定資産税について適用し、令和６年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 
（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年度分

までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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第２９号議案 参考資料 

 

伊奈町税条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第１条から第３６条まで 略  第１条から第３６条まで 略 
（町民税の申告） （町民税の申告） 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を町

長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支

払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在において

給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中において

給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定

するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控

除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円

以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号

の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所

得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除く。）若しくは法第３１４条

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を町

長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６第１

項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支

払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在において

給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中において

給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定

するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控

除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円

以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号

の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所

得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除く。）若しくは法第３１４条
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の２第４項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて

雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第３１３条第８

項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純

損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第３４条の７の規

定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控

除額」という。）の控除を受けようとするものを除く。以下こ

の条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第２４条第２項に規定する者（施行規則第２条の２

第１項の表の左欄の（２）に掲げる者を除く。）については、

この限りでない。 

の２第４項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて

雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第３１３条第８ 
 項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純

損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第３４条の７の規

定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控

除額」という。）の控除を受けようとするものを除く。以下こ

の条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」とい

う。）及び第２４条第２項に規定する者（施行規則第２条の２

第１項の表の左欄の（２）に掲げる者を除く。）については、

この限りでない。 
２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべき者のうち、前

年の合計所得金額が基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者（施行規則第２条の２第１項の表の

左欄に掲げる者を除く。）が提出すべき申告書の様式は、施行

規則第２条第３項ただし書の規定により、町長の定める様式

による。 

２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべき者のうち、前

年の合計所得金額が基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者（施行規則第２条の２第１項の表の

左欄に掲げる者を除く。）が提出すべき申告書の様式は、施行

規則第２条第３項ただし書の規定により、町長の定める様式

による。 
３ 町長は、法第３１７条の６第１項の給与支払報告書又は同

条第４項の公的年金等支払報告書が１月３１日までに提出さ

れなかった場合において、町民税の賦課徴収について必要が

あると認めるときは、給与所得等以外の所得を有しなかった

者を指定し、その者に第１項又は前項の申告書を町長の指定

する期限までに提出させることができる。 

３ 町長は、法第３１７条の６第１項の給与支払報告書又は同

条第４項の公的年金等支払報告書が１月３１日までに提出さ

れなかった場合において、町民税の賦課徴収について必要が

あると認めるときは、給与所得等以外の所得を有しなかった

者を指定し、その者に第１項又は前項の申告書を町長の指定

する期限までに提出させることができる。 
４ 給与所得等以外の所得を有しなかった者（第１項又は前項

の規定により第１項の申告書を提出する義務を有する者を除

４ 給与所得等以外の所得を有しなかった者（第１項又は前項

の規定により第１項の申告書を提出する義務を有する者を除
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く。）は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第３１

３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規

定する純損失若しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額控

除額の控除を受けようとする場合には、３月１５日までに、施

行規則第５号の５様式、第５号の５の２様式又は第５号の６

様式による申告書を町長に提出しなければならない。 

く。）は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第３１

３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規

定する純損失若しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額控

除額の控除を受けようとする場合には、３月１５日までに、施

行規則第５号の５様式、第５号の５の２様式又は第５号の６

様式による申告書を町長に提出しなければならない。 
５ 第１項ただし書に規定する者（第３項の規定により第１項

の申告書を提出する義務を有する者を除く。）は、前年中にお

いて純損失又は雑損失の金額がある場合には、３月１５日ま

でに、同項の申告書を町長に提出することができる。 

５ 第１項ただし書に規定する者（第３項の規定により第１項

の申告書を提出する義務を有する者を除く。）は、前年中にお

いて純損失又は雑損失の金額がある場合には、３月１５日ま

でに、同項の申告書を町長に提出することができる。 
６ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受け

た給与で所得税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有

する者で町内に住所を有するものが、第１項の申告書を提出

するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のう

ち施行規則で定めるものについては、施行規則で定める記載

によることができる。 

６ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受け

た給与で所得税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有

する者で町内に住所を有するものが、第１項の申告書を提出

するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のう

ち施行規則で定めるものについては、施行規則で定める記載

によることができる。 
７ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、第２３条第１項第１号に掲げる者のうち所得税法第

２２６条第１項若しくは第３項の規定により前年の給与所得

若しくは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票を交付され

るもの又は同条第４項ただし書の規定により給与所得若しく

は公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票の交付を受けるこ

とができるものに、当該源泉徴収票又はその写しを提出させ

ることができる。 

７ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、第２３条第１項第１号に掲げる者のうち所得税法第

２２６条第１項若しくは第３項の規定により前年の給与所得

若しくは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票を交付され

るもの又は同条第４項ただし書の規定により給与所得若しく

は公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票の交付を受けるこ

とができるものに、当該源泉徴収票又はその写しを提出させ

ることができる。 
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８ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、第２３条第１項第２号に掲げる者に、３月１５日まで

に、賦課期日現在において、町内に有する事務所、事務所又は

家屋敷の所在その他必要な事項を申告させることができる。 

８ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、第２３条第１項第２号に掲げる者に、３月１５日まで

に、賦課期日現在において、町内に有する事務所、事務所又は

家屋敷の所在その他必要な事項を申告させることができる。 
９ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、新たに第２３条第１項第３号又は第４号に掲げる者

に該当することとなった者に、当該該当することとなった日

から１０日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主た

る事務所又は事業所の所在、当該町内に有する事務所、事業所

又は寮等の所在、法人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号）第２条第１５項に規定する法人番号をいう。以下町民

税について同じ。）、当該該当することとなった日その他必要

な事項を申告させることができる。 

９ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場

合には、新たに第２３条第１項第３号又は第４号に掲げる者

に該当することとなった者に、当該該当することとなった日

から１０日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主た

る事務所又は事業所の所在、当該町内に有する事務所、事業所

又は寮等の所在、法人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号）第２条第１６項に規定する法人番号をいう。以下町民

税について同じ。）、当該該当することとなった日その他必要

な事項を申告させることができる。 
第３６条の３から第６３条まで 略 第３６条の３から第６３条まで 略 
（施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４

項及び第５項の規定による補正の方法の申出） 
（施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４

項及び第５項の規定による補正の方法の申出） 
第６３条の２ 施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の

３の２第４項及び第５項の規定による補正の方法の申出は、

当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月３１日まで

に、次の各号に掲げる事項を記載した申出書を町長に提出し

て行わなければならない。 

第６３条の２ 施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の

３の２第４項及び第５項の規定による補正の方法の申出は、

当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月３１日まで

に、次の各号に掲げる事項を記載した申出書を町長に提出し

て行わなければならない。 
（１） 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

（１） 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
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る法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類

を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定

資産税について同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規定

する法人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏

名又は名称） 

る法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類

を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定

資産税について同じ。）又は法人番号（同条第１６項に規定

する法人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏

名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに

その用途 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに

その用途 
（３） 区分所有者の住所及び氏名並びに各区分所有者の家

屋に係る建物の区分所有等に関する法律第１４条第１項か

ら第３項までの規定による割合 

（３） 区分所有者の住所及び氏名並びに各区分所有者の家

屋に係る建物の区分所有等に関する法律第１４条第１項か

ら第３項までの規定による割合 
（４） 補正の方法 （４） 補正の方法 

２ 前項の申出書には、当該申出が当該区分所有者全員の協議

に基づくものである旨を証する書類を添附しなければならな

い。 

２ 前項の申出書には、当該申出が当該区分所有者全員の協議

に基づくものである旨を証する書類を添附しなければならな

い。 
第６３条の３から第７０条まで 略 第６３条の３から第７０条まで 略 
（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第７１条 町長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産の

うち、町長において必要があると認めるものについては、その

所有者に対して課する固定資産税を減免する。 

第７１条 町長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産の

うち、町長において必要があると認めるものについては、その

所有者に対して課する固定資産税を減免する。 
（１） 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有

する固定資産 
（１） 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有

する固定資産 
（２） 公益のために直接専用する固定資産（有料で使用する （２） 公益のために直接専用する固定資産（有料で使用する
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ものを除く。） ものを除く。） 
（３） 町の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順によ

り、著しく価値を減じた固定資産 
（３） 町の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順によ

り、著しく価値を減じた固定資産 
（４） 前各号に掲げるもののほか特別の理由があるもの （４） 前各号に掲げるもののほか特別の理由があるもの 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書に、その

減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して、町長

に提出しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有す

る固定資産税が同項各号のいずれかに該当することが明らか

であり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合

は、この限りでない。 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書に、その

減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して、町長

に提出しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有す

る固定資産が 同項各号のいずれかに該当することが明らか

であり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合

は、この限りでない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 土地にあっては、その所在、地番、地目、地積及び価

格 
（２） 土地にあっては、その所在、地番、地目、地積及び価

格 
（３） 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造、

床面積及び価格 
（３） 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造、

床面積及び価格 
（４） 償却資産にあっては、その所在、種類、数量及び価格 （４） 償却資産にあっては、その所在、種類、数量及び価格 
（５） 減免を受けようとする理由及び第１項第３号の固定

資産にあってはその被害の状況 
（５） 減免を受けようとする理由及び第１項第３号の固定

資産にあってはその被害の状況 
３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その

理由が消滅した場合には、直ちにその旨を町長に申告しなけ

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その

理由が消滅した場合には、直ちにその旨を町長に申告しなけ
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ればならない。 ればならない。 
第７２条から第８１条の８まで 略 第７２条から第８１条の８まで 略 
（種別割の税率） （種別割の税率） 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割

の税率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

第８２条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割

の税率は、１台について、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 
（１） 原動機付自転車 （１） 原動機付自転車 
ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力

が０．６キロワット以下のもの（エ   に掲げるものを

除く。） 年額 ２，０００円 

ア 総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力

が０．６キロワット以下のもの（ウ及びオに掲げるものを

除く。） 年額 ２，０００円 
イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リットルを超え、０．

０９リットル以下のもの又は            

定格出力が０．６キロワットを超え、０．８キロワット以

下のもの 年額 ２，０００円 

イ ２輪のもので、総排気量が０．０５リットルを超え、０．

０９リットル以下のもの（ウに掲げるものを除く。）又は

定格出力が０．６キロワットを超え、０．８キロワット以

下のもの 年額 ２，０００円 
 
 

ウ ２輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ

最高出力が４．０キロワット以下のもの 年額 ２，００

０円 
ウ ２輪のもので、総排気量が０．０９リットルを超えるも

の又は            定格出力が０．８キロ

ワットを超えるもの 年額 ２，４００円 

エ ２輪のもので、総排気量が０．０９リットルを超えるも

の（ウに掲げるものを除く。）又は定格出力が０．８キロ

ワットを超えるもの 年額 ２，４００円 
エ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の

輪距を有するものにあっては、その輪距のうち最大のも

の）が０．５メートル以下であるもの、側面が構造上開放

オ ３輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の

輪距を有するものにあっては、その輪距のうち最大のも

の）が０．５メートル以下であるもの、側面が構造上開放
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されている車室を備え、かつ、輪距が０．５メートル以下

の３輪のもの及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年

運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定す

る特定小型原動機付自転車を除く。）で、総排気量が０．

０２リットルを超えるもの又は定格出力が０．２５キロ

ワットを超えるもの 年額 ３，７００円 

されている車室を備え、かつ、輪距が０．５メートル以下

の３輪のもの及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年

運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定す

る特定小型原動機付自転車を除く。）で、総排気量が０．

０２リットルを超えるもの又は定格出力が０．２５キロ

ワットを超えるもの 年額 ３，７００円 
（２） 軽自動車及び小型特殊自動車 （２） 軽自動車及び小型特殊自動車 
ア 軽自動車 ア 軽自動車 
（ア） ２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３，

６００円 
（ア） ２輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 ３，

６００円 
（イ） ３輪のもの 年額 ３，９００円 （イ） ３輪のもの 年額 ３，９００円 
（ウ） ４輪以上のもの （ウ） ４輪以上のもの 

a 乗用のもの a 乗用のもの 
営業用 年額 ６，９００円 営業用 年額 ６，９００円 
自家用 年額 １０，８００円 自家用 年額 １０，８００円 

b 貨物用のもの b 貨物用のもの 
営業用 年額 ３，８００円 営業用 年額 ３，８００円 
自家用 年額 ５，０００円 自家用 年額 ５，０００円 

イ 小型特殊自動車 イ 小型特殊自動車 
（ア） 農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 （ア） 農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 
（イ） その他のもの 年額 ５，９００円 （イ） その他のもの 年額 ５，９００円 

（３） ２輪の小型自動車 年額 ６，０００円 （３） ２輪の小型自動車 年額 ６，０００円 
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第８３条から第８８条まで 略 第８３条から第８８条まで 略 
（種別割の減免） （種別割の減免） 

第８９条 町長は、公益のため直接専用する軽自動車等のうち

必要と認めるものに対しては、種別割を減免する。 
第８９条 町長は、公益のため直接専用する軽自動車等のうち

必要と認めるものに対しては、種別割を減免する。 
２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、

納期限までに、当該軽自動車等について減免をうけようとす

る税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を

必要とする理由を証明する書類を添付し、これを町長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、

納期限までに、当該軽自動車等について減免をうけようとす

る税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に減免を

必要とする理由を証明する書類を添付し、これを町長に提出

しなければならない。 
（１） 軽自動車等の種別 （１） 軽自動車等の種別 
（２） 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事

業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び

次条において同じ。）又は法人番号（同法第２条第１５項に

規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事

務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

（２） 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事

業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び

次条において同じ。）又は法人番号（同法第２条第１６項に

規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事

務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 
（３） 主たる定置場 （３） 主たる定置場 
（４） 原動機の型式 （４） 原動機の型式 
（５） 原動機の総排気量又は定格出力          
                           

          

（５） 原動機の総排気量又は定格出力（第８２条第１項第１

号ウに掲げる原動機付自転車にあっては、原動機の総排気

量及び最高出力）        
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（６） 用途 （６） 用途 
（７） 形状 （７） 形状 
（８） 車両番号又は標識番号 （８） 車両番号又は標識番号 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者は、その理

由が消滅した場合においては、直ちにその旨を町長に申告し

なければならない。 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者は、その理

由が消滅した場合においては、直ちにその旨を町長に申告し

なければならない。 
（身体障害者等に対する種別割の減免） （身体障害者等に対する種別割の減免） 

第９０条 町長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と

認めるものに対しては、種別割を減免する。 
第９０条 町長は、次の各号に掲げる軽自動車等のうち必要と

認めるものに対しては、種別割を減免する。 
（１） 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」

という。）又は精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精

神障害者」という。）が所有する軽自動車等（身体障害者で

年齢１８歳未満のもの又は精神障害者と生計を一にする者

が所有する軽自動車等を含む。）で、当該身体障害者、当該

身体障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」とい

う。）のために当該身体障害者等と生計を一にする者又は当

該身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者

に限る。）のために当該身体障害者等（身体障害者等のみで

構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者が運転する

もの（１台に限る。） 

（１） 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」

という。）又は精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精

神障害者」という。）が所有する軽自動車等（身体障害者で

年齢１８歳未満のもの又は精神障害者と生計を一にする者

が所有する軽自動車等を含む。）で、当該身体障害者、当該

身体障害者若しくは精神障害者（以下「身体障害者等」とい

う。）のために当該身体障害者等と生計を一にする者又は当

該身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者

に限る。）のために当該身体障害者等（身体障害者等のみで

構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者が運転する

もの（１台に限る。） 
（２） その構造が専ら身体障害者等の利用に供するための

ものである軽自動車等 
（２） その構造が専ら身体障害者等の利用に供するための

ものである軽自動車等 
２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする ２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする
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者は、納期限までに、町長に対して、身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身

体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８

号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者

で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦

傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」と

いう。）、厚生労働大臣の定めるところにより交付された療育

手帳（以下この項において「療育手帳」という。）又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）第４５条の規定により交付された精神障害者保健福祉

手帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条

の規定により交付された身体障害者又は  身体障害者等と

生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体障害者等のみ

で構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者の運転免許

証（以下この項において「運転免許証」という。）を提示  

                           

                           

                           

                           

  するとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書

に減免を必要とする理由を証明する書類を添付して、提出し

なければならない。 

者は、納期限までに、町長に対して、身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）第１５条の規定により交付された身

体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８

号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者

で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦

傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」と

いう。）、厚生労働大臣の定めるところにより交付された療育

手帳（以下この項において「療育手帳」という。）又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）第４５条の規定により交付された精神障害者保健福祉

手帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」とい

う。）及び道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条

の規定により交付された身体障害者若しくは身体障害者等と

生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体障害者等のみ

で構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者の運転免許

証（以下この項において「運転免許証」という。）又はこれら

の者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項に規定する特

定免許情報をいう。次項において同じ。）が記録された免許情

報記録個人番号カード（同法第９５条の２第４項に規定する

免許情報記録個人番号カードをいう。次項において同じ。）を

提示するとともに、次の各号に掲げる事項を記載した申請書

に減免を必要とする理由を証明する書類を添付して、提出し

なければならない。 
（１） 減免を受ける者の氏名、住所及び個人番号（個人番号 （１） 減免を受ける者の氏名、住所及び個人番号（個人番号
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を有しない者にあっては、氏名及び住所）並びに減免を受け

る者が身体障害者等と生計を一にする者である場合には、

当該身体障害者等との関係 

を有しない者にあっては、氏名及び住所）並びに減免を受け

る者が身体障害者等と生計を一にする者である場合には、

当該身体障害者等との関係 
（２） 身体障害者等の氏名、住所及び年齢 （２） 身体障害者等の氏名、住所及び年齢 
（３） 軽自動車等を運転する者の氏名及び住所並びに身体

障害者等との関係 
（３） 軽自動車等を運転する者の氏名及び住所並びに身体

障害者等との関係 
（４） 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手

帳の番号、交付年月日、障害名及び障害の程度 
（４） 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手

帳の番号、交付年月日、障害名及び障害の程度 
（５） 運転免許証の番号、交付年月日及び        
                            
                            
        有効期限並びに運転免許の種類及び条件

が附されている場合にはその条件 

（５） 運転免許証又は道路交通法第９５条の２第２項第１

号に規定する免許情報記録（以下この号において「免許情報

記録」という。）の番号、運転免許の年月日、運転免許証又

は免許情報記録の有効期限並びに運転免許の種類及び条件

が附されている場合にはその条件 
（６） 軽自動車等の車両番号、主たる定置場、種別、用途及

び使用目的 
（６） 軽自動車等の車両番号、主たる定置場、種別、用途及

び使用目的 
 ３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示

したときは、当該免許情報記録個人番号カードに記録された

特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければな

らない。 
３ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、町長に対して、当該軽自動車等の提示

（町長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の提

出がある場合には、当該書類の提出）をするとともに、前条第

２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければな

４ 第１項第２号の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、町長に対して、当該軽自動車等の提示

（町長が、当該軽自動車等の提示に代わると認める書類の提

出がある場合には、当該書類の提出）をするとともに、前条第

２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければな
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らない。 らない。 
４ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免

を受けている者について準用する。 
５ 前条第３項の規定は、第１項の規定によって種別割の減免

を受けている者について準用する。 
第９１条から第１３９条の２まで 略 第９１条から第１３９条の２まで 略 
（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第１３９条の３ 町長は、次の各号のいずれかに該当する土地

又はその取得のうち、町長において必要があると認めるもの

については、その所有者又は取得者に対して課する特別土地

保有税を減免することができる。 

第１３９条の３ 町長は、次の各号のいずれかに該当する土地

又はその取得のうち、町長において必要があると認めるもの

については、その所有者又は取得者に対して課する特別土地

保有税を減免することができる。 
（１） 公益のために直接専用する土地 （１） 公益のために直接専用する土地 
（２） 町の全部又は一部にわたる災害により、著しく価値を

減じた土地 
（２） 町の全部又は一部にわたる災害により、著しく価値を

減じた土地 
（３） 前２号に掲げる土地以外の土地で特別の理由がある

もの 
（３） 前２号に掲げる土地以外の土地で特別の理由がある

もの 
２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする

者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその

減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して町長に

提出しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有し、

又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明

らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする

者は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその

減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して町長に

提出しなければならない。ただし、町長が、当該者が所有し、

又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明

らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認

める場合は、この限りでない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
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関する法律第２条第５項に規定する個人番号 をいう。以

下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規

定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人

番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名

又は名称） 

関する法律第２条第１６項に規定する法人番号をいう。以

下この号において同じ。）               

                       （  

    法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名

又は名称） 
（２） 土地の所在、地番、地目、面積、取得年月日及び取得

価額並びに税額 
（２） 土地の所在、地番、地目、面積、取得年月日及び取得

価額並びに税額 
（３） 減免を受けようとする理由及び前項第２号の土地に

あっては、その被害の状況 
（３） 減免を受けようとする理由及び前項第２号の土地に

あっては、その被害の状況 
３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、

その理由が消滅した場合には、直ちにその旨を町長に申告し

なければならない。 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、

その理由が消滅した場合には、直ちにその旨を町長に申告し

なければならない。 
第１４０条から第１４６条まで 略 第１４０条から第１４６条まで 略 
（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） （入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第１４７条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日

の前日までに、次に掲げる事項を町長に申告しなければなら

ない。申告した事項に異動があった場合においては、直ちにそ

の旨を申告しなければならない。 

第１４７条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日

の前日までに、次に掲げる事項を町長に申告しなければなら

ない。申告した事項に異動があった場合においては、直ちにそ

の旨を申告しなければならない。 
（１） 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名

称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

個人番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号

（同条第１５項に規定する法人番号をいう。以下この号に

おいて同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

（１） 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名

称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する

個人番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号

（同条第１６項に規定する法人番号をいう。以下この号に

おいて同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ
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ては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又

は名称） 
ては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又

は名称） 
（２） 鉱泉浴場施設の所在地 （２） 鉱泉浴場施設の所在地 
（３） 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 （３） 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

第１４８条 略 第１４８条 略 
附 則 附 則 

第１条から第１０条まで 略 第１条から第１０条まで 略 
（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１０条の２ 法附則第１５条第２項第１号に規定する市町村

の条例で定める割合は２分の１とする。 
第１０条の２ 法附則第１５条第２項第１号に規定する市町村

の条例で定める割合は２分の１とする。 
２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定

める割合は４分の３とする。 
２ 法附則第１５条第２項第５号に規定する市町村の条例で定

める割合は４分の３とする。 
３ 法附則第１５条第１４項に規定する市町村の条例で定める

割合は５分の３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２

号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第１５条第１４項に規定する市町村の条例で定め

る割合は２分の１）とする。 

３ 法附則第１５条第１４項に規定する市町村の条例で定める

割合は５分の３（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２

号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第１５条第１４項に規定する市町村の条例で定め

る割合は２分の１）とする。 
４ 法附則第１５条第２１項に規定する市町村の条例で定める

割合は２分の１とする。 
４ 法附則第１５条第２１項に規定する市町村の条例で定める

割合は２分の１とする。 
５ 法附則第１５条第２２項第１号に規定する市町村の条例で

定める割合は３分の２とする。 
５ 法附則第１５条第２２項第１号に規定する市町村の条例で

定める割合は３分の２とする。 
６ 法附則第１５条第２２項第２号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 
６ 法附則第１５条第２２項第２号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 



16 
 
７ 法附則第１５条第２２項第３号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 
７ 法附則第１５条第２２項第３号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 
８ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する市町村の条例で

定める割合は３分の２とする。 
８ 法附則第１５条第２３項第１号に規定する市町村の条例で

定める割合は３分の２とする。 
９ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 
９ 法附則第１５条第２３項第２号に規定する市町村の条例で

定める割合は２分の１とする。 
１０ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 

１０ 法附則第１５条第２５項第１号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 
１１ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 

１１ 法附則第１５条第２５項第１号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 
１２ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 

１２ 法附則第１５条第２５項第１号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 
１３ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 

１３ 法附則第１５条第２５項第１号ニに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とす

る。 
１４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は７分の６とす

る。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について

同号に規定する市町村の条例で定める割合は７分の６とす

る。 
１５ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

１５ 法附則第１５条第２５項第３号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす
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る。 る。 
１６ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 

１６ 法附則第１５条第２５項第３号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 
１７ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 

１７ 法附則第１５条第２５項第３号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とす

る。 
１８ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 

１８ 法附則第１５条第２５項第４号イに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 
１９ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 

１９ 法附則第１５条第２５項第４号ロに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 
２０ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 

２０ 法附則第１５条第２５項第４号ハに規定する設備につい

て同号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とす

る。 
２１ 法附則第１５条第２８項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２１ 法附則第１５条第２８項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２２ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２２ 法附則第１５条第３２項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２３ 法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２３ 法附則第１５条第３６項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の２とする。 
２４ 法附則第１５条の８第２項に規定する市町村の条例で定 ２４ 法附則第１５条の８第２項に規定する市町村の条例で定
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める割合は３分の２とする。 める割合は３分の２とする。 
２５ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の１とする。 
２５ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例

で定める割合は３分の１とする。 
（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受け

ようとする者がすべき申告） 
（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受け

ようとする者がすべき申告） 
第１０条の３ 法附則第１５条の６第１項又は第２項の住宅に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者は、当該年度

の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載

した申告書を町長に提出しなければならない。 

第１０条の３ 法附則第１５条の６第１項又は第２項の住宅に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者は、当該年度

の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載

した申告書を町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日、登記年月日及び当該家屋を居住の

用に供した年月日 
（３） 家屋の建築年月日、登記年月日及び当該家屋を居住の

用に供した年月日 
２ 法附則第１５条の７第１項又は第２項の住宅について、こ

れらの規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の

属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第３項に規定する書類を添付して町

長に提出しなければならない。 

２ 法附則第１５条の７第１項又は第２項の住宅について、こ

れらの規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の

属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第３項に規定する書類を添付して町

長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
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（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日、登記年月日及び当該家屋を居住の

用に供した年月日 
（３） 家屋の建築年月日、登記年月日及び当該家屋を居住の

用に供した年月日 
（４） 当該年度の初日の属する年の１月３１日を経過した

後に申告書を提出する場合には、同日までに提出すること

ができなかった理由 

（４） 当該年度の初日の属する年の１月３１日を経過した

後に申告書を提出する場合には、同日までに提出すること

ができなかった理由 
３ 町長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期

優良住宅のうち区分所有に係る住宅については、前項の申告

書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に

規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出

がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７

第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められると

きは、前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定

を適用することができる。 

３ 町長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期

優良住宅のうち区分所有に係る住宅については、前項の申告

書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の

促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に

規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項に規定す

る期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出

がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７

第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められると

きは、前項の規定にかかわらず、同条第１項又は第２項の規定

を適用することができる。 
４ 法附則第１５条の８第１項の家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を町長に提

出しなければならない。 

４ 法附則第１５条の８第１項の家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を町長に提

出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに
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令附則第１２条第８項に規定する従前の権利に対応する部

分の床面積 
令附則第１２条第８項に規定する従前の権利に対応する部

分の床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

５ 法附則第１５条の８第２項の貸家住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年

の１月３１日までに次に掲げる事項を記載し、かつ、高齢者の

居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第７

条第１項の登録を受けた旨を証する書類及び当該貸家住宅の

建設に要する費用について令附則第１２条第１２項第１号ロ

に規定する補助を受けている旨を証する書類を添付した申告

書を町長に提出しなければならない。 

５ 法附則第１５条の８第２項の貸家住宅について、同項の規

定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年

の１月３１日までに次に掲げる事項を記載し、かつ、高齢者の

居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第７

条第１項の登録を受けた旨を証する書類及び当該貸家住宅の

建設に要する費用について令附則第１２条第１２項第１号ロ

に規定する補助を受けている旨を証する書類を添付した申告

書を町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

６ 法附則第１５条の８第３項の家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を町長に提

出しなければならない。 

６ 法附則第１５条の８第３項の家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を町長に提

出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
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（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに

令附則第１２条第１５項において準用する同条第８項に規

定する従前の権利に対応する部分の床面積 

（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに

令附則第１２条第１５項において準用する同条第８項に規

定する従前の権利に対応する部分の床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合

住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第１９項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に

提出しなければならない。 

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合

住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第１９項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して町長に

提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 耐震改修が完了した年月日 （４） 耐震改修が完了した年月日 
（５） 耐震改修に要した費用 （５） 耐震改修に要した費用 
（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 

（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 
８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同

条第５項の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規
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定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住

安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければならない。 

定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住

安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 令附則第１２条第２３項に掲げる者に該当する者の

住所、氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの

別 

（４） 令附則第１２条第２３項に掲げる者に該当する者の

住所、氏名及び当該者が同項各号のいずれに該当するかの

別 
（５） 居住安全改修工事が完了した年月日 （５） 居住安全改修工事が完了した年月日 
（６） 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２

条第２４項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び

介護予防住宅改修費 

（６） 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第１２

条第２４項に規定する補助金等、居宅介護住宅改修費及び

介護予防住宅改修費 
（７） 居住安全改修工事が完了した日から３月を経過した

後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出すること

ができなかった理由 

（７） 居住安全改修工事が完了した日から３月を経過した

後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出すること

ができなかった理由 
９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同

条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの

規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同

条第１０項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの

規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱
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損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各号

に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 

損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げ

る事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１０項各号

に掲げる書類を添付して町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 （４） 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 
（５） 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１

２条第３１項に規定する補助金等 
（５） 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１

２条第３１項に規定する補助金等 
（６） 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過

した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 

（６） 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過

した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 
１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準

適合住宅について、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して町長に提出し

なければならない。 

１０ 法附則第１５条の９の２第１項に規定する特定耐震基準

適合住宅について、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１１項各号に掲げる書類を添付して町長に提出し

なければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住
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所及び氏名又は名称） 所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 耐震改修が完了した年月日 （４） 耐震改修が完了した年月日 
（５） 耐震改修に要した費用 （５） 耐震改修に要した費用 
（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 

（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 
１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止

改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければならない。 

１１ 法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防

止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修

等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようと

する者は、法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止

改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第７条第１２項各号に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の

用に供する部分の床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 （４） 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 
（５） 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１ （５） 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第１
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２条第３１項に規定する補助金等 ２条第３１項に規定する補助金等 
（６） 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過

した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 

（６） 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過

した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 
１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンショ

ンに係る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定

する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書

類を添付して町長に提出しなければならない。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンショ

ンに係る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定

する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１７項各号に掲げる書

類を添付して町長に提出しなければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 当該工事が完了した年月日 （４） 当該工事が完了した年月日 
（５） 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 
                            

                            

                            

                            

                            

（５） 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 
１３ 町長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定

マンションに係る区分所有に係る家屋については、前項の申

告書の提出がなかった場合においても、マンションの管理の

適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第５

条の２第１項に規定する管理組合の管理者等から法附則第１
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５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条

第１７項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マン

ションが法附則第１５条の９の３第１項に規定する要件に該

当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第

１項の規定を適用することができる。 
１３ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に

規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又

は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して町長に提出しなければならな

い。 

１４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい

て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１８項に

規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又

は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第１９項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して町長に提出しなければならな

い。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （３） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（４） 耐震改修が完了した年月日 （４） 耐震改修が完了した年月日 
（５） 施行規則附則第７条第１８項に規定する補助の算定

の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要

した費用 

（５） 施行規則附則第７条第１８項に規定する補助の算定

の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要

した費用 
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（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 

（６） 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができな

かった理由 
１４ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定

する利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通

省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及

び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年

法律第４９号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用

に供する施設である旨を証する書類を添付して町長に提出し

なければならない。 

１５ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定

する利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通

省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及

び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年

法律第４９号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用

に供する施設である旨を証する書類を添付して町長に提出し

なければならない。 
（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法

人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住

所及び氏名又は名称） 
（２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 （２） 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 
（３） 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条第３号

に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第４号に規定する

集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 

（３） 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行令（平成１８年政令第３７９号）第５条第３号

に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第４号に規定する

集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 
（４） 家屋の建築年月日及び登記年月日 （４） 家屋の建築年月日及び登記年月日 
（５） 利便性等向上改修工事が完了した年月日 （５） 利便性等向上改修工事が完了した年月日 
（６） 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過 （６） 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過
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した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 
した後に申告書を提出する場合には、３月以内に提出する

ことができなかった理由 
第１１条から第２５条まで 略 第１１条から第２５条まで 略 

 



第３０号議案 
   専決処分の承認を求めることについて 
 伊奈町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとお

り専決処分をしたので、これを報告し、その承認を求める。 
 
  令和７年６月３日提出 

伊奈町長 大 島  清 
 
 
 
 
 
 
 
      提 案 理 由 
 地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）の一部を改正する政令が

令和７年３月３１日に公布され、同年４月１日から一部施行されることに

伴い、緊急に条例を改正する必要が生じたため、令和７年３月３１日に伊

奈町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方

自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



専決第４号 
 
     専 決 処 分 書 
 
 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条 
第１項の規定により専決処分する。 
   伊奈町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別紙） 
 

令和７年３月３１日 
 

伊奈町長 大 島  清 



   伊奈町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 
 伊奈町国民健康保険税条例（昭和２７年条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条第２項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３

項ただし書中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

 第２１条第１項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２

６万円」に改め、同項第２号中「２９万５,０００円」を「３０万５，００

０円」に改め、同項第３号中「５４万５，０００円」を「５６万円」に改

める。 

   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
 （適用区分） 
２ 改正後の伊奈町国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 



 

1 

 

第３０号議案 参考資料 

 

伊奈町国民健康保険税条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第１条 略 第１条 略 
（課税額） （課税額） 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、

世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した次に掲げる額の合算額とする。 

第２条 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、

世帯主及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した次に掲げる額の合算額とする。 
（１） 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険

に関する特別会計において負担する国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条にお

いて「国民健康保険事業費納付金」という。）の納付に要

する費用のうち、県の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下

この条において「後期高齢者支援金等」という。）及び介

護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金

（以下この条において「介護納付金」という。）の納付に

要する費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健

康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

（１） 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険

に関する特別会計において負担する国民健康保険事業に要

する費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条にお

いて「国民健康保険事業費納付金」という。）の納付に要

する費用のうち、県の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下

この条において「後期高齢者支援金等」という。）及び介

護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金

（以下この条において「介護納付金」という。）の納付に

要する費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健

康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 
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（２） 後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、

国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民

健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支

援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充て

るための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

（２） 後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、

国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民

健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支

援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充て

るための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 
（３） 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者

のうち、介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険

者であるものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納

付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特

別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に

充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課

税額をいう。以下同じ。） 

（３） 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者

のうち、介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険

者であるものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納

付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特

別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に

充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課

税額をいう。以下同じ。） 
２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主

を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６５万円を超える場合においては、

基礎課税額は、６５万円とする。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主

を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６６万円を超える場合においては、

基礎課税額は、６６万円とする。 
３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前

条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康

保険の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が２４万円を超える

場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、２４万円と

する。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前

条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康

保険の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が２６万円を超える

場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、２６万円と

する。 
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４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保

険者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその

世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１７万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、

１７万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保

険者である世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその

世帯に属する介護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が１７万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、

１７万円とする。 
（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条から第２０条まで 略 第３条から第２０条まで 略 
（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項

本文の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６５万円を超える場合には、６５万円）、

同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が２４万円を超え

る場合には、２４万円）及び同条第４項本文の介護納付金課

税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税

義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項

本文の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６６万円を超える場合には、６６万円）、

同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が２６万円を超え

る場合には、２６万円）及び同条第４項本文の介護納付金課

税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合算額とする。 
（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得に

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得に
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ついて同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受け

た者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円

を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について

同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金

額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者

に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の

合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等

の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算

した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ついて同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受け

た者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円

を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第

７０３条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得について

同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金

額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者

に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の

合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等

の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算

した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について２２，４００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について２２，４００円 
イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１０，５００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について１０，５００円 
ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について７，７００円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について７，７００円 
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（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格

を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。）１人につき２９万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当

する者を除く。） 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格

を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。）１人につき３０万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当

する者を除く。） 
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について１６，０００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について１６，０００円 
イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について７，５００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について７，５００円 
ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について５，５００円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について５，５００円 
（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯
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所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき５４万５，０００円を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及

び特定同一世帯所属者１人につき５６万円     を加

算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 
ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について６，４００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者

均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について６，４００円 
イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について３，０００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課

税額の被保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規

定する世帯主を除く。）１人について３，０００円 
ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について２，２００円 

ウ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介

護納付金課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主

を除く。）１人について２，２００円 
２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達す

る日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未

就学児」という。）がある場合における当該納税義務者に対

して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達す

る日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未

就学児」という。）がある場合における当該納税義務者に対

して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。 
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（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就

学児１人について次に定める額 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就

学児１人について次に定める額 
ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ４，８

００円 
ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ４，８

００円 
イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ８，０

００円 
イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ８，０

００円 
ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １２，

８００円 
ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １２，

８００円 
エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １６，０００

円 
エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １６，０００

円 
（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等

課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等

課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 
ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世帯 ２，２

５０円 
ア 前項第１号イに規定する金額を減額した世帯 ２，２

５０円 
イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世帯 ３，７

５０円 
イ 前項第２号イに規定する金額を減額した世帯 ３，７

５０円 
ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世帯 ６，０

００円 
ウ 前項第３号イに規定する金額を減額した世帯 ６，０

００円 
エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ７，５００円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ７，５００円 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５

６条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５

６条の８９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保



8 

 

険者」という。）が属する場合における当該納税義務者に対

して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額

から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額を減額して得た額とする。 

険者」という。）が属する場合における当該納税義務者に対

して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被保険者均等割額

から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額を減額して得た額とする。 
（１） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所

得割額 当該出産被保険者につき第３条の規定により算定

した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出

産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定め

る場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出

産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月

前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後

期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

（１） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所

得割額 当該出産被保険者につき第３条の規定により算定

した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出

産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定め

る場合には、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出

産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月

前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後

期間」という。）のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 
（２） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被

保険者均等割額 当該出産被保険者につき第４条の規定に

より算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を

減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（２） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被

保険者均等割額 当該出産被保険者につき第４条の規定に

より算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を

減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 
（３） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援

金等課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第５条の

規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出

（３） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援

金等課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第５条の

規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出
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産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 
産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 
（４） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援

金等課税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき

第６条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 

（４） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援

金等課税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき

第６条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を

乗じて得た額 
（５） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税

額の所得割額 当該出産被保険者につき第７条の規定によ

り算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

（５） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税

額の所得割額 当該出産被保険者につき第７条の規定によ

り算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 
（６） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税

額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第８条の

規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

（６） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税

額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第８条の

規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の

被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 
第２２条から第２６条まで 略 第２２条から第２６条まで 略 

 



第３２号議案       
   伊奈町職員の育児休業等に関する条例及び伊奈町職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 
 （伊奈町職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 
第１条 伊奈町職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の

一部を次のように改正する。 
第２２条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同

条第２９項」を「第６１条の２第２０項」に改める。 
（伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例） 

第２条 伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条

例第４号）の一部を次のように改正する。 
第８条の３第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達

するまでの子」に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子の

ある職員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、」

を「並びに第２項」に改める。 
  第１４条第２項第１５号中「小学校就学の始期に達するまでの子」を

「９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子」に、「看

護」を「看護等」に、「又は疾病」を「、疾病」に、「を行う」を「若

しくは学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定によ

る学校の休業その他これに準ずるものとして町規則で定める事由に伴う

その子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事のう

ち町規則で定めるものへの参加をする」に改める。 
  第１５条第１項中「その他町規則で定める者」の次に「（第１７条の

２第１項において「配偶者等」という。）」を加える。 
  第１７条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認

等） 
第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要と

する状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と

介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において

「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるととも

に、介護両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」とい

う。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講



じなければならない。 
２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する

年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項

に規定する事項を知らせなければならない。 
（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行わ

れるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 
（１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 
（２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 
（３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

置 
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
 

令和７年６月３日提出 
伊奈町長 大 島  清   

 
 
 
 
 
 
 

提 案 理 由 
育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律（平成３年法律第７６号）等が改正されたため、所要の改正をしたいの

で、この案を提出するものである。 
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第３２号議案 参考資料 

 

伊奈町職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

第１条から第２１条まで 略 第１条から第２１条まで 略 
（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第２２条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部

分休業をいう。以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第８条

第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任

用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同じ。）に

あっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の

始め又は終わりにおいて、３０分を単位として行うものとす

る。 

第２２条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部

分休業をいう。以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第８条

第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任

用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同じ。）に

あっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の

始め又は終わりにおいて、３０分を単位として行うものとす

る。 
２ 勤務時間条例第１４条第２項第６号の規定による特別休暇

又は勤務時間条例第１５条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対

する部分休業の承認については、１日につき２時間から当該

特別休暇又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

２ 勤務時間条例第１４条第２項第６号の規定による特別休暇

又は勤務時間条例第１５条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対

する部分休業の承認については、１日につき２時間から当該

特別休暇又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を

減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 
３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間
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から５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非

常勤職員が当該特別休暇又は育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号）第６１条第３２項において読み替えて準用する同条

第２９項の規定による介護をするための時間（以下「介護を

するための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合

にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間か

ら当該特別休暇又は当該介護をするための時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うも

のとする。 

から５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非

常勤職員が当該特別休暇又は育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号）第６１条の２第２０項             

    の規定による介護をするための時間（以下「介護を

するための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合

にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間か

ら当該特別休暇又は当該介護をするための時間の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うも

のとする。 
第２３条から第２６条まで 略 第２３条から第２６条まで 略 
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伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例 新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

第１条から第８条の２まで 略 第１条から第８条の２まで 略 
 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）  （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 
第８条の３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ。）において常態として当該子を養育するこ

とができるものとして町規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。）が、町規則で定めるところにより、

当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運

営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならな

い。 

第８条の３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ。）において常態として当該子を養育するこ

とができるものとして町規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。）が、町規則で定めるところにより、

当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常な運

営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならな

い。 
２ 任命権者は、３歳に満たない子        のある職

員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、第

８条第２項に規定する勤務（災害その他避けることのできな

い理由に基づく臨時の勤務を除く。次項において同じ。）を

させてはならない。 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、第

８条第２項に規定する勤務（災害その他避けることのできな

い理由に基づく臨時の勤務を除く。次項において同じ。）を

させてはならない。 
３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理する

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理する



４ 

ための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、１

月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、第

８条第２項に規定する勤務をさせてはならない。 

ための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、１

月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、第

８条第２項に規定する勤務をさせてはならない。 
４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する日常生活を営

むのに支障がある者を介護する職員について準用する。この

場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの

子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深

夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を養育する

ことができるものとして町規則で定める者に該当する場合に

おける当該職員を除く。）が、町規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあり、第２項中「３歳に満たない子のある

職員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

り、及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

るのは「第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

がある者（以下「要介護者」という。）のある職員が、町規

則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項

中「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日

の午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「当

該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である」とあるのは、「公務の運営に支障があ

る」と読み替えるものとする。 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する日常生活を営

むのに支障がある者を介護する職員について準用する。この

場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの

子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深

夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を養育する

ことができるものとして町規則で定める者に該当する場合に

おける当該職員を除く。）が、町規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあり、並びに第２項          

                           

  及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、町規則で定めるところにより、当該子を養育」とあ

るのは「第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支障

がある者（以下「要介護者」という。）のある職員が、町規

則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項

中「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日

の午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「当

該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずること

が著しく困難である」とあるのは、「公務の運営に支障があ

る」と読み替えるものとする。 
５ 前４項に定めるもののほか、勤務の制限に関する手続その ５ 前４項に定めるもののほか、勤務の制限に関する手続その
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他の勤務の制限に関し必要な事項は、町規則で定める。 他の勤務の制限に関し必要な事項は、町規則で定める。 
第８条の４から第１３条まで 略 第８条の４から第１３条まで 略 

（特別休暇） （特別休暇） 
第１４条 特別休暇は、特別の理由により職員が勤務しないこ

とが相当である場合における休暇とする。 
第１４条 特別休暇は、特別の理由により職員が勤務しないこ

とが相当である場合における休暇とする。 
２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞれの場合につい

て定める期間、特別休暇を受けることができる。 
２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞれの場合につい

て定める期間、特別休暇を受けることができる。 
（１） 選挙権その他公民としての権利を行使する場合 そ

の都度必要と認められる期間 
（１） 選挙権その他公民としての権利を行使する場合 そ

の都度必要と認められる期間 
（２） 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他公署へ出頭する場合 その

都度必要と認められる期間 

（２） 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他公署へ出頭する場合 その

都度必要と認められる期間 
（３） 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前から産後８週間を経過するまでの

期間 

（３） 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前から産後８週間を経過するまでの

期間 
（４） 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠又は出産に

関し母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条に

規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を

受ける場合 妊娠６月（１月は２８日として計算する。以

下この号において同じ。）までは４週間に１回、妊娠７月

から９月までは２週間に１回、妊娠１０月から出産までは

１週間に１回、産後１年まではその間に１回（医師等の特

別の指示があった場合には、いずれの期間においても、そ

（４） 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠又は出産に

関し母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条に

規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を

受ける場合 妊娠６月（１月は２８日として計算する。以

下この号において同じ。）までは４週間に１回、妊娠７月

から９月までは２週間に１回、妊娠１０月から出産までは

１週間に１回、産後１年まではその間に１回（医師等の特

別の指示があった場合には、いずれの期間においても、そ
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の指示された回数）とし、１回につき１日の範囲内でその

都度必要と認められる時間 
の指示された回数）とし、１回につき１日の範囲内でその

都度必要と認められる時間 
（５） 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑

の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ

る場合 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日

を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認めら

れる期間 

（５） 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑

の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ

る場合 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日

を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認めら

れる期間 
（６） 生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それ

ぞれ３０分間（男子職員にあっては、その子の当該職員以

外の親（当該子について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した

者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該子を現に監護するもの又は

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委

託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親若しくは同条第１号に規定する養育里親（当該子の親そ

の他同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委託する

ことができないものに限る。）を含む。）が当該職員がこ

の号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条の規定により同

日における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ

３０分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し

（６） 生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それ

ぞれ３０分間（男子職員にあっては、その子の当該職員以

外の親（当該子について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した

者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該子を現に監護するもの又は

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委

託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親若しくは同条第１号に規定する養育里親（当該子の親そ

の他同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委託する

ことができないものに限る。）を含む。）が当該職員がこ

の号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条の規定により同

日における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ

３０分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し
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引いた期間を超えない期間） 引いた期間を超えない期間） 
（７） 生理日における勤務が著しく困難な場合 ３日の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 
（７） 生理日における勤務が著しく困難な場合 ３日の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 
（８） 忌引の場合 別表に定める期間 （８） 忌引の場合 別表に定める期間 
（９） 配偶者及び父母の祭日の場合 それぞれ１日。ただ

し、遠隔の地に赴く必要のある場合は、往復に要する実日

数を加算した日数 

（９） 配偶者及び父母の祭日の場合 それぞれ１日。ただ

し、遠隔の地に赴く必要のある場合は、往復に要する実日

数を加算した日数 
（１０） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）による交通の制限

若しくは遮断又は健康診断の場合 その都度必要と認めら

れる期間 

（１０） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）による交通の制限

若しくは遮断又は健康診断の場合 その都度必要と認めら

れる期間 
（１１） 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれ

かに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員が勤

務しないことが相当であると認められるとき １週間の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 

（１１） 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれ

かに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員が勤

務しないことが相当であると認められるとき １週間の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 
ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職

員がその復旧作業等を行い、又は一時的に避難している

とき。 

ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職

員がその復旧作業等を行い、又は一時的に避難している

とき。 
イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必

要な水、食料等が著しく不足している場合で、当該職員

以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 

イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必

要な水、食料等が著しく不足している場合で、当該職員

以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 
（１２） 結婚の場合 ５日の範囲内において必要と認めら

れる期間 
（１２） 結婚の場合 ５日の範囲内において必要と認めら

れる期間 
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（１３） 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）の出産に伴

い勤務しないことが相当であると認められる場合 ２日の

範囲内においてその都度必要と認められる期間 

（１３） 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）の出産に伴

い勤務しないことが相当であると認められる場合 ２日の

範囲内においてその都度必要と認められる期間 
（１４） 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日

から当該出産の日以後１年を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、こ

れらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認め

られるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 

（１４） 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日

から当該出産の日以後１年を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、こ

れらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認め

られるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 
（１５） 小学校就学の始期に達するまでの子      

    （配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の看護 （負傷し、若しくは疾

病にかかったその子の世話又は疾病の予防を図るために必

要なものとして町規則で定めるその子の世話を行う   

                          

                          

                          

                          

    ことをいう。）のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 １の年において５日（その養育する

小学校就学の始期に達するまでの子          

が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

（１５） ９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある子（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）

を養育する職員が、その子の看護等（負傷し、若しくは疾

病にかかったその子の世話、疾病 の予防を図るために必

要なものとして町規則で定めるその子の世話若しくは学校

保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定に

よる学校の休業その他これに準ずるものとして町規則で定

める事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育

若しくは保育に係る行事のうち町規則で定めるものへの参

加をすることをいう。）のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 １の年において５日（その養育する

９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子

が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 
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（１６） 第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下この号において「要介護者」という。）

の介護その他の町規則で定める世話を行う職員が、当該世

話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場

合 １の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 

（１６） 第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下この号において「要介護者」という。）

の介護その他の町規則で定める世話を行う職員が、当該世

話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場

合 １の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 
（１７） 職員が夏季において心身の健康の維持及び増進又

は家庭生活の充実を図る場合 １の年の７月から９月まで

の期間（当該期間が業務の繁忙期であることその他の業務

の事情により当該期間内にこの号の休暇の全部又は一部を

使用することが困難であると認められる職員にあっては、

１の年の６月から１０月までの期間）内において６日（育

児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考

慮し６日を超えない範囲内で町規則で定める日数）の範囲

内でその都度必要と認められる日数 

（１７） 職員が夏季において心身の健康の維持及び増進又

は家庭生活の充実を図る場合 １の年の７月から９月まで

の期間（当該期間が業務の繁忙期であることその他の業務

の事情により当該期間内にこの号の休暇の全部又は一部を

使用することが困難であると認められる職員にあっては、

１の年の６月から１０月までの期間）内において６日（育

児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間等を考

慮し６日を超えない範囲内で町規則で定める日数）の範囲

内でその都度必要と認められる日数 
（１８） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難な場合 その都度必

要と認められる期間 

（１８） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難な場合 その都度必

要と認められる期間 
（１９） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等に際して、退勤途上における身体の危険を回避する場

合 その都度必要と認められる期間 

（１９） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等に際して、退勤途上における身体の危険を回避する場

合 その都度必要と認められる期間 
（２０） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植

のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施

（２０） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植

のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施
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する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子

及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等をする場合 そ

の都度必要と認められる期間 

する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子

及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等をする場合 そ

の都度必要と認められる期間 
（２１） 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動

を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき １の年において５日の範囲内で必要

と認められる期間 

（２１） 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動

を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき １の年において５日の範囲内で必要

と認められる期間 
ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生し

た被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配

布その他の被災者を支援する活動 

ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生し

た被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配

布その他の被災者を支援する活動 
イ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主とし

て身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若

しくは病気にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって、規則で定めるものにおけ

る活動 

イ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主とし

て身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若

しくは病気にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって、規則で定めるものにおけ

る活動 
ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上

の障害、負傷又は病気により常態として日常生活を営む

のに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動 

ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上

の障害、負傷又は病気により常態として日常生活を営む

のに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動 
（２２） 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 １の年において５日

（２２） 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 １の年において５日
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（当該通院等が体外受精その他町長が定める不妊治療に係

るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 
（当該通院等が体外受精その他町長が定める不妊治療に係

るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 
３ 前項第１３号から第１６号まで及び第２２号の休暇の単位

は、１日又は１時間とし、第１７号の休暇の単位は１日とす

る。ただし、休暇の残日数の全てを使用しようとする場合に

おいて、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該

残日数の全てを使用することができる。 

３ 前項第１３号から第１６号まで及び第２２号の休暇の単位

は、１日又は１時間とし、第１７号の休暇の単位は１日とす

る。ただし、休暇の残日数の全てを使用しようとする場合に

おいて、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該

残日数の全てを使用することができる。 
４ １日を単位とする第２項第１３号から第１６号まで及び第

２２号の休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間の全て

を勤務しないときに使用するものとする。 

４ １日を単位とする第２項第１３号から第１６号まで及び第

２２号の休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間の全て

を勤務しないときに使用するものとする。 
５ １時間を単位として使用した第２項第１３号から第１６号

まで及び第２２号の休暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる時間数をもっ

て１日とする。 

５ １時間を単位として使用した第２項第１３号から第１６号

まで及び第２２号の休暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる時間数をもっ

て１日とする。 
（１） 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４

５分 
（１） 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４

５分 
（２） 斉一型短時間勤務職員（定年前再任用短時間勤務職

員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等のう

ち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

の時間数が同一であるものをいう。） 勤務日ごとの勤務

時間の時間数（７時間４５分を超える場合にあっては、７

時間４５分） 

（２） 斉一型短時間勤務職員（定年前再任用短時間勤務職

員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等のう

ち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

の時間数が同一であるものをいう。） 勤務日ごとの勤務

時間の時間数（７時間４５分を超える場合にあっては、７

時間４５分） 
（３） 不斉一型短時間勤務職員（定年前再任用短時間勤務

職員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等の

（３） 不斉一型短時間勤務職員（定年前再任用短時間勤務

職員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等の
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うち、斉一型短時間勤務職員以外のものをいう。） ７時

間４５分 
うち、斉一型短時間勤務職員以外のものをいう。） ７時

間４５分 
（介護休暇） （介護休暇） 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この

項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他町規則

で定める者                      

   で負傷、病気又は老齢により町規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）

の介護をするため、任命権者が、町規則の定めるところによ

り、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要

とする１の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算

して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇とする。 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この

項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他町規則

で定める者（第１７条の２第１項において「配偶者等」とい

う。）で負傷、病気又は老齢により町規則で定める期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）

の介護をするため、任命権者が、町規則の定めるところによ

り、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要

とする１の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算

して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇とする。 
２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる

期間とする。 
２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる

期間とする。 
３ 介護休暇については、伊奈町職員の給与に関する条例第１

２条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同

条例第１６条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額を減

額する。 

３ 介護休暇については、伊奈町職員の給与に関する条例第１

２条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同

条例第１６条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額を減

額する。 
第１５条の２から第１７条まで 略 第１５条の２から第１７条まで 略 
  （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意

向確認等） 
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 第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護

を必要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員

に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下

この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）

その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請

求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る当該職

員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければ

ならない。 
 ２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日

の属する年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）

において、前項に規定する事項を知らせなければならない。 
 （勤務環境の整備に関する措置） 
 第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円

滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 
 （１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 
 （２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 
 （３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に

関する措置 
第１８条及び第１９条 略 第１８条及び第１９条 略 

 

 



 

第３３号議案 

伊奈町特別職の職員で非常勤の者等の報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例 

伊奈町特別職の職員で非常勤の者等の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３２年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

別表選挙長の項中「９，８００」を「１１，２００」に改め、同表投票

管理者の項中「１１，８００」を「１３，５００」に改め、同表開票管理

者の項中「９，８００」を「１１，２００」に改め、同表選挙立会人の項

中「７，９００」を「９，１００」に改め、同表投票立会人の項中「９，

９００」を「１１，４００」に改め、同表開票立会人の項中「７，９０

０」を「９，１００」に改め、同表期日前投票管理者の項中「１０，３０

０」を「１１，８００」に改め、同表期日前投票立会人の項中「８，６０

０」を「９，９００」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  令和７年６月３日提出 

伊奈町長 大 島  清 

 

 

 

 

 

 

 

      提 案 理 由 

 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律（昭和２５年法律第１

７９号）の改正に伴い、選挙に係る特別職の職員で非常勤の者の報酬を国

の基準に合わせて改定したいので、この案を提出するものである。 

 



 

 

 

第３３号議案 参考資料 

 

伊奈町特別職の職員で非常勤の者等の報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第１条から第６条まで 略 

別表（第１条、第５条関係） 

第１条から第６条まで 略 

別表（第１条、第５条関係） 

職名 報酬額（円） 費用弁償額

（１日、円） 

旅費額 

教育委員会

から学校運

営協議会ま

で 略 

略 略 略 略 略 

行政不服審

査会から予

防接種健康

被害調査委

員会まで 

略 

略 略 略 略 町長等の

規定を適

用する。 

選挙長  日額 ９，８００ １，０００ 

投票管理者   日額 １１，８００ １，０００ 

開票管理者   日額 ９，８００ １，０００ 

選挙立会人   日額 ７，９００ １，０００ 

職名 報酬額（円） 費用弁償額

（１日、円） 

旅費額 

教育委員会

から学校運

営協議会ま

で 略 

略 略 略 略 略 

行政不服審

査会から予

防接種健康

被害調査委

員会まで 

略 

略 略 略 略 町長等の

規定を適

用する。 

選挙長  日額 １１，２００ １，０００ 

投票管理者   日額 １３，５００ １，０００ 

開票管理者   日額 １１，２００ １，０００ 

選挙立会人   日額 ９，１００ １，０００ 



 

 

投票立会人   日額 ９，９００ １，０００ 

開票立会人   日額 ７，９００ １，０００ 

期日前投票

管理者 

  日額 １０，３００ １，０００ 

期日前投票

立会人 

 日額 ８，６００ １，０００ 

 

投票立会人   日額 １１，４００ １，０００ 

開票立会人   日額 ９，１００ １，０００ 

期日前投票

管理者 

  日額 １１，８００ １，０００ 

期日前投票

立会人 

 日額 ９，９００ １，０００ 

 

備考 備考 

１ 選挙長、開票管理者、選挙立会人及び開票立会人の事

務が引き続き２日にわたるときは、これを１日とみなす。 

１ 選挙長、開票管理者、選挙立会人及び開票立会人の事

務が引き続き２日にわたるときは、これを１日とみなす。 

２ 投票管理者及び投票立会人の従事した時間が１３時間

に満たないときの報酬額は、当該職名の報酬額に現に従

事した時間を１３時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

２ 投票管理者及び投票立会人の従事した時間が１３時間

に満たないときの報酬額は、当該職名の報酬額に現に従

事した時間を１３時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

３ 期日前投票管理者及び期日前投票立会人の従事した時

間が１１時間３０分に満たないときの報酬額は、当該職

名の報酬額に現に従事した時間を１１時間３０分で除し

て得た数を乗じて得た額とする。 

３ 期日前投票管理者及び期日前投票立会人の従事した時

間が１１時間３０分に満たないときの報酬額は、当該職

名の報酬額に現に従事した時間を１１時間３０分で除し

て得た数を乗じて得た額とする。 
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第３４号議案 

      財産の取得について 

  次のとおり財産を取得することについて議決を求める。 

１  財産の種類    防災用資機材等 

２ 数   量  可搬型蓄電池 ２３台 

発電機 １３台 

         ダンボールベッド ６１６台 

多目的簡易ベッド ２６台 

         パーテーション ５２個 

         プライベートルーム １３個 

災害避難用多目的テント １３個 

要配慮者対応トイレテント １３個 

         炊き出し用機材 １３個 

ＬＥＤ反射バルーンライト １３個 

         自動ラップ式トイレ ３９個 

防災倉庫 ３基  

３ 契約の方法  指名競争入札による契約 

４ 納 入 期 限  令和８年３月３１日 

５ 契 約 金 額  ６８，３２９，８００円 

６ 契 約 業 者  埼玉県さいたま市見沼区卸町２－６－１５ 

          株式会社サイボウ   

                     代表取締役 結城 剛   

 

    令和７年６月３日提出 

                      伊奈町長 大 島  清     
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            提  案  理  由 

  防災用資機材等を取得したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定によ

り、この案を提出するものである。 



第３４号議案 参考資料 

 

 

 

 

 

 

防災用資機材等購入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 防災用資機材等購入入札経過書 
 
   
      防災用資機材等購入の電子入札を次のように行った。 
 
 

記 
 
  １  日  時          令和７年４月２５日  午前９時３０分         
 
  ２  指名業者          別記１のとおり 
 
  ３  入札結果          別記２のとおり 
 
  ４  落札業者          株式会社サイボウ  
 
  ５  予定価格          ７５，９６７，３２０円（消費税込み） 
 
  ６  最低制限価格      なし 
 

1



 

 

別記１             指  名  業  者  一  覧  表 
 会      社      名 所      在      地 

１ 有限会社わかば 北本市高尾七丁目１６４番地 

２ 埼玉消防機械株式会社 中央支店 さいたま市南区辻４丁目１８番１０号 

３ 株式会社サイボウ さいたま市見沼区卸町２－６－１５ 

４ 星野総合商事株式会社 川口市本蓮一丁目１番９号 

５ ヤマト防災設備有限会社 伊奈町内宿台四丁目９４番地１ 

６ 有限会社エムケイ防災 桶川市寿一丁目１５番１６号 
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別記２              入    札    結  果    一    覧    表            （単位 円） 
 会      社      名 入    札    価    格 摘要 

１ 有限会社わかば ― 辞退 

２ 埼玉消防機械株式会社 中央支店 ― 辞退 

３ 株式会社サイボウ ６２，１１８，０００  

４ 星野総合商事株式会社 ６６，９８０，０００  

５ ヤマト防災設備有限会社 ６７，２００，０００  

６ 有限会社エムケイ防災 ７３，０００，０００ 予定価格超過 

 
※ 契約額は、入札価格の１００分の１０に相当する金額を加算した金額とする。 
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第３５号議案 

      財産の取得について 

  次のとおり財産を取得することについて議決を求める。 

１  財産の種類    消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）  

２ 数   量  １台 

３ 契約の方法  指名競争入札による契約 

４ 納 入 期 限  令和８年３月３１日 

５ 契 約 金 額  ２５，８５０，０００円 

６ 契 約 業 者  埼玉県さいたま市南区辻４丁目１８番１０号 

          埼玉消防機械株式会社 中央支店  

支店長 髙橋 怜 

                        

    令和７年６月３日提出 

                      伊奈町長 大 島  清     

 

 

 

 

 

 

 

            提  案  理  由 

  消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）を取得したいので、議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）

第３条の規定により、この案を提出するものである。 



第３５号議案 参考資料 

 

 

 

 

 

 

消防緊急車両整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 消防緊急車両整備事業入札経過書 
 
   
      消防緊急車両整備事業の電子入札を次のように行った。 
 
 

記 
 
  １  日  時          令和７年４月２５日  午前９時３０分         
 
  ２  指名業者          別記１のとおり 
 
  ３  入札結果          別記２のとおり 
 
  ４  落札業者          埼玉消防機械株式会社 中央支店  
 
  ５  予定価格          ３５，４３３，２００円（消費税込み） 
 
  ６  最低制限価格      なし 
 

1



 

 
 

 

別記１             指  名  業  者  一  覧  表 
 会      社      名 所      在      地 

１ 株式会社モリタ 東京支店 東京都港区芝五丁目３６番７号三田ベルジュ

ビル１９階 

２ 埼玉消防機械株式会社 中央支店 さいたま市南区辻４丁目１８番１０号 

３ 長野ポンプ株式会社 東京営業所 東京都千代田区外神田五丁目５番１１号小西

ビル１階 

４ 日本ドライケミカル株式会社 車輌営業部 東京都北区田端六丁目１番１号 

５ ジーエムいちはら工業株式会社 東京営業所 東京都台東区浅草橋五丁目４番２号横山ビル 

６ 日本機械工業株式会社 本社営業部 東京都八王子市中野上町２－３１－１ 
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別記２              入    札    結  果    一    覧    表            （単位 円） 
 会      社      名 入    札    価    格 摘要 

１ 株式会社モリタ 東京支店 ― 辞退 

２ 埼玉消防機械株式会社 中央支店 ２３，５００，０００  

３ 長野ポンプ株式会社 東京営業所 ２７，５００，０００  

４ 日本ドライケミカル株式会社 車輌営業部 ３０，１００，０００  

５ ジーエムいちはら工業株式会社 東京営業所 ３０，９６０，０００  

６ 日本機械工業株式会社 本社営業部 ３１，５００，０００  

 
※ 契約額は、入札価格の１００分の１０に相当する金額を加算した金額とする。 
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